
決算公表
令和６年度

※(　)は前年度比増減率

町の財政は一般会計と特別会計に分かれ、うち一般会計は
総務費や民生費、土木費など、行政を運営するうえで最も
基本となるものです。特別会計は独立した事業を行う会計で、
国民健康保険や介護保険などを運営しています。

　一般会計の歳出は78億7,523万3,608円と
なり、前年度比５億9,202万6,749円、8.1％の
増となりました。増の主な理由は、中学校整
備事業による教育費の増によるものです。
　歳出の中で構成比が一番高いのが民生費で、
歳出総額の33.9％を占めています。 

82億
1,420万9千円
（8.6％）

歳入

町　税
（△1.4％）
42億8,910万3千円

町債 
(31.7％)

4億8,230万円

繰越金(△13.1％)
1億3,508万8千円

諸収入(11.3％)
1億8,129万円

財産収入(35.5％)
1億5,787万2千円

国庫支出金
(16.0％)

9億483万8千円

繰入金
　　　(50.0％)

8億9,839万3千円

地方消費税交付金
　　　　(3.5％)
4億1,473万7千円

地方特例交付金
（303.7％）

1億459万4千円

その他※１（6.1％）
2億6,602万5千円

県支出金(6.7％)
3億7,996万9千円

一般会計 歳　出

会計別資金不足比率
　資金不足比率とは、事業の規模に対する資金不足額の
割合を示すもので、水道事業会計と下水道事業会計の
経営状況を判断するための比率です。
　令和６年度決算では、いずれの会計も資金不足はあり
ません。

※１指標の比率が１つでも早期健全化基準以上となった場合は、財政の改善が必要な状態となり、財政を
　　再生させる取り組みを行わなければなりません。
※２標準財政規模…自治体の一般財源の標準的な規模のことで、町税と地方譲与税が算出の基礎となります。
※３将来負担比率…将来負担が見込まれる負債が基金残高などより小さいため「－」と表示します。

※４資金不足がないため、資金不足比率は「－」と
　　表示します。
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標準財政規模に対する一般会計、特別会計と水道事業会計の実質収支額
(資金不足額)の割合

標準財政規模※2に対する一般会計の実質収支額の割合

標準財政規模を基本とした額に対する地方債(町の借金)の返済額などの
割合
標準財政規模を基本とした額に対する地方債残高など将来負担が見込
まれる負債の割合

内　容 比　率 早期健全化
基準※１指　標

将 来 負 担 比 率

実質公債費比率

連結実質赤字比率

実 質 赤 字 比 率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて、令和６年度決算の健全化判断比率と水道
事業会計・下水道事業会計の資金不足比率を公表します。

健全化判断比率
　健全化判断比率とは、実質的な赤字や地方債残高などの将来負担といった、財政の状況を示す指標で、
財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものです。
　令和６年度決算では、いずれの比率も基準内でした。

財政の健全化判断比率等の公表

※２ その他の内訳
農林水産業費　　7,606万6千円
商工費　　　　　1,726万4千円

(△20.9％)
( 　 1.5％)

児童福祉、障害者
福祉、高齢者福祉
など

民生費
169,372円

全般的な管理
事務や町の共
通経費など

諸支出金
23,150円

道路や水路の
整備や維持管
理など

土木費
55,976円

水道事業会計
への補助や基
金積立など

総務費
61,249円

学校教育や
社会教育など

教育費
128,507円

予防接種など
の保健衛生や
ごみ対策など

衛生費
29,086円

町債の返済や
商工費・農林
水産業費など

その他
16,842円

消防団の活動
や消防・防災
対策など

消防費
15,452円

歳出
78億

7,523万4千円
（8.1％）

歳出を町民１人あたりでみてみると　499,634円 ※令和７年３月末の人口(15,762人)から算出
町民１人あたりに使われた金額はいくら？

公債費(97.7％)
7,768万2千円

議会費(△3.3％)
9,445万4千円

教育費(30％)
20億2,552万4千円

民生費(4.8％)
26億6,964万6千円  

その他※２(△17.5％)
9,333万円

土木費
(7.4％)

8億8,229万2千円

総務費 (7.9％)
9億6,541万2千円

諸支出金 (12.6％)
3億6,489万4千円

衛生費 (△25.7％)
4億5,844万9千円

消防費（△10％)
2億4,355万1千円

一般会計 歳　入

　一般会計の歳入は82億1,420万8,979円と
なり、前年度比６億5,092万4,078円、8.6％の
増となりました。増の主な理由は、公共施設
建設基金等の基金繰入金の増によるものです。
　歳入の中で構成比が一番高いのは、みなさん
から納められた町税で、歳入総額の52.2％を
占めています。

歳入総額は約82億円（前年度比8.6％増）

歳出総額は約79億円(前年度比8.1％増)

※１ その他の内訳
法人事業税交付金
地方譲与税
株式等譲渡所得割交付金
使用料及び手数料
配当割交付金
分担金及び負担金
寄附金
環境性能割交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
利子割交付金

( 　8.8％)
( △2.3％)
(  83.3％)
(　 1.7％)
(  45.5％)
(△54.4％)
(  82.9％)
(　14.1％)
(  22.1％)
( △7.0％)
(  24.9％)

5,841万6千円
5,482万7千円
3,846万2千円
3,745万9千円
2,775万6千円
1,917万7千円
1,359万9千円

752万円
604万1千円
158万4千円
118万4千円
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